南三陸 : 地域再生と自治体再建 : 「創造的復興」の歩み(3) by 羽貝 正美
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2011 ( F成23）年3月 東日本大震災
2011 （ F成23）年6月 ｢南三陸町震災復興計画策定会議」設置
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出所：南三陸町資料
はこつの点に注目したい。
第一に、「志津川まち協」が、志津川エリアを前
提にしながらも、南三陸という自治体のまちづくり
の基本的な方向性とその具体的な織想（柱）につい
て、住民自身が様々な観点から考える非常に大きな
きっかけになっているのではないかということであ
る。今一度、図表4にもどろう。そこに明らかなよ
うに、2011年9月、 「震災復興町民会議」によって
提言書『復興への私たちの想い：未来への遺割が
とりまとめられている。この提言書には、 「志津川
まち協」『中間提言書iにつながる要素が種々盛り
込まれているが、これら二つの提言書の元をさぐれ
ば、南三陸町誕生後、初めて策定された鋪三陸町
総合計画j (2007年度～2016年度）の基本理念・
方向性『自然・ひと．なりわいが紡ぐ安らぎと賑わ
いのあるまち」にあることがわかる。この基本理
念方向性は、礎災後に策定された楠三陸町震災
復興計剛（2011年12月）にも継承されている。
（2） 「志津川まち協」にみる「まちづくり協議
会」の意義
とはいえ、今後の住民参加の仕組みやその意義を
考えるとき、「まちづくり協議会」といういわば社
会実験的な試みが住民のなかに残しつつあるもの
はけっして小さくない。とくに役員や専門部会委員
として積極的に関わった住民の場合はそうであろうc
さまざまな場で耳にする他の住民の声を、公式の場
である「まちづくり協議会」に届けるという大きな
役割も担っている。そうした住民の話し合いによる
成果のひとつが、2013年12月にまとめられた「志
津川まち協』のド中間提言書』である。この提言書
の内容は、およそ半年後の2014年5月公表の隈研
吾建築都市設計事務所の手になる『志津川地区グラ
ンドデザイン」にも盛り込まれた。
「志津川まち協」の活動はさまざまな側面で復興
まちづくりに寄与していると考えられるが、ここで
●諺
たしかに、2007年度に始まった当初の総合計画
は、多数の人命を奪い住民の生活と地域産業の基溌
をほとんどすべて根こそぎさらっていった震災によ
って、全面的に見直さざるを得なくなった。とはい
え、そうであればこそ、今後の復興まちづくりにお
いて何を大事にしたいか、どのようなプロセスを櫛
想するか、そしていかなるゴールをビジョンとする
かについて、住民．地域、地域産業の担い手、行政、
議会の4つの主体が互いに連携・協力し、真剣に町
の現在と将来に向き合わざるをえないということで
あろう。
やがて再生されるハード（産業基盤や施設等）の
形と再構築されるソフトの仕組み（住民自治や協働
の仕組みなど）は、震災以前のものとは相当に異な
ったものとなろう。しかしながら、より根本におい
て重要と思われることは、 「誰のために、何のため
に」というまちづくりの価値前提の確認ではないだ
ろうか。ちなみに、現在ほどに高い密度で住民が関
わり、まちづくりを考える経験は、過去にはなかっ
たのではないだろうか。
第二に、八I幡川右岸の河口近くに新たに整備予定
の防潮堤について話し合いを重ね、行政側原案に対
する代案として、その位澄を陸側にセットバックさ
せ、「原点ゾーン」と表現される場所を実現する道
を拓いたことである（図表6)。公園部会の取り組
みの成果が具体的に表れた事例といえる。この住民
提言によって、親水空間を確保すると同時に磯の自
然回帰が期待され、津波で破壊された旧防潮堤の一
部を震災遺椛として防災教育に活かすことも可能と
なる。
図表6原点ゾーンの位置と活用
【自然的土地利用1 （未来ゾーン)】
（活用例）
・町民農園
・観光農場 など
河川埋防 【自然的土地利用2(現在ゾーン)】
(活用例）
･ネイチヤーセンター
･津波防災緑地 など
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【自然的土地利用3（原点ゾーン)】
(活用例）
､麓災伝承スペース
･自然への回帰 など
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【沿道利用エリア（未采ゾーン)】
〈活用例）
・飲食系商案施設
・沿道商案に適した施設
（コンビニ､ガソリンスタンド等） なと
】
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出所：志津川地区まちづくり協議会『中間提言謹所収、公剛部会「中間報告書｣、p､4
年かけて互いに信頼関係を築き、「できたあとも自
分たちで関わろう』という自覚の上になされてい
ることである．「自治」あるいは「参加」の核心
が「当事者としての主体性とその持続」にあるとす
公園部会の一員であった工藤真弓氏の言葉を手が
かりにその意義をみてみよう （写真11、写莫12)'8)c
注目すべきことは、こうした提言が、 「原点ゾー
ン」に限らず、再生される公園緑地について、 1
o沙
【公園エリア（未来ゾーン)】
(活用例〉
･慰雲碑､祈りの嶋
霊災伝承スペース
鯵築山
,モニュメント
,イベント広嶋
．遊び鴫 など
（3）町の長期ビジョンを模索する総合計画審
議会作業部会
今ひとつの住民参加、正確には「参画」というべ
き政策過程への関わりについて、簡潔に触れておき
たい。2014（平成26）年11月、 「まちづくり協議
会」の取り組みと並行するかたちで始まったのが、
2016(平成28)年度スタートの次期総合計画の策
定を目的とする「総合計画藩議会作業部会」である。
自治体総合計画は、一般に、計画期間10年の長
期計画である基本構想、基本計画（前期5年、後期
5年）と、これらに基づく3年の実施計画からなる。
三つの「まち協」が基本的に一一定のエリア（志津川
や伊里前、戸倉といったエリア）を前提にした住民
参加型の協議の場であるのに対し、この審議会なら
びに作業部会は、文字通り、南三陸町という自治体
全体の長期ビジョン（将来像）とそれを実現するた
めの方策のとりまとめをミッションとしている。そ
の意味で、 『まち協」とは相互補完の関係にあると
いえる。ポイントはその補完関係をいかに充実させ
るかという点にあろう。
2015年1月には第3回の作業部会が開かれ、傍
聴の機会に恵まれた（写真13)。作業部会のメンバ
ーは10名、その内8名(4名は女性）は「震災復
興計画推進会議」（2013年9月発足）の委員であり、
｢まち協｣、社協、婦人会など全員が地域活動に関わ
っている。他の2名は親委員会である「総合計画審
議会」の委員である。第3回は、前回の部会をふり
かえり補足したうえで、各委員が町の将来像に関す
る課題（前回からの宿題となっていた）を持ち寄り
ワークショップ形式で意見交換し、情報や課題を共
有するという時間だった。コンサルタントが進行と
ファシリテーター役を務めている。
印象深いことは、委員それぞれがこの4年間に体
験したこと、考えたことを持ち寄ることで、町が全
体として抱えている課題が様々に語られていること
である。「誰のために、何を、いつまでに実現する
ことが必要なのか。それを誰が担うのか｡｣、いうな
れば、作業部会はこのまちづくりの根本を議論する
写真12上山八幡宮から防災庁舎を望む
2015.1.22
れば、 「将来を見据えながら自分達で作り続ける公
園」ということの相互確認は、よりよいまちをつ
くり続けていく役割は自分達にもあるというまさ
に「自治」の気づきでもある。「震災後、町の住民
は減ってしまったが、残った町民の住民力は高まっ
た』、 「住民同士、互いに顔が見えるようになった｣、
｢互いに共通して失いたくないものを確認し、失わ
れてしまったものを再生したい｣。これらの言葉に
は、震災を契機として、やがて生まれる街の姿に希
望をつなぎながら新たな自治の取り組みが始まって
いることがうかがわれる。工藤氏は強調する。「多
くの住民の小さな気づきや埋もれている声を表に出
すこと、それをフォーマルな会議の場につなげるこ
と、女性や子供の参加を促すこと、本当の協働を実
現すること｣。そこに「志津川まち協」の今後、ひ
いては町の「創造的復興」を左右する大きなカギが
あるように感じられる。なぜなら、小さな気づきや
埋もれている声こそ、耳を傾け、汲み取られるべき
タイミングがあるからである。
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落ち着き始めているなかで、地域間、住民間、世代
間の融和をさらに進めることなど、提案は多岐に及
んでいる。
指摘としては、施策レベル（プログラム）から、
予算の裏付けを必要とする個別の事業レベル（プロ
ジェクト）にいたるまでさまざまである。いずれも
単なる思いつきでもなければ、実現してもしなくと
もよいという程庇の夢でもない。
その一方で、実現可能性や必要とする時間という
課題も残る。最終的には、復興への道なかばの時点
でこの4年間を振り返り、同時に南三陸町誕生後
の自治体政策と住民の主体的活動の実際を振り返り、
取り組みとして何ができていないか．不足している
か、今後何をどのように進めていく必要があるのか、
その具体の談論を重ねながら政策レベルの基本理念
も改めて固められていくのであろう。準備期間とし
ては、かなり短期間で策定せざるをえない状況が推
測できる。震災後の町政と住民の取り組みがどのよ
うに活かされるか、また「震災復興計画」（平成23
～32年度）とその後を見据えながら、ハード、ソ
フトの両面でどのような町の姿が具体的に描かれる
のか、今後の議論が注目される。
場となっている。一例を挙げれば、仕事の創出、住
民が生き生きと暮らせる満足できるまちづくり、ユ
ニバーサル．デザインという理念の具体化、皆でこ
れからの街を築くということ、町で就業したい．暮
らしたいと思う人を町外からも迎え入れられるよう
にすること、高齢者が自分の経験・知識・技術等を
若者に伝え自分の役割・生きがいを実感できるよう
な取り組み、森・里・海という地域街源を十分に活
かすこと、被災者を支えてきた生活支援員には今後
も地域を支える人材として重要な役割が期待される
こと、女性・若者のまちづくりへの参加をさらに促
すこと、子供たちの声をもっときくこと、そして住
民がもともとの居住地を離れて新たな地域・住居に
5．町内外の多様な主体の取り組み
的・内発的取り組みが不可欠であろう。「主体性」
は自発性、自主性、自律性、ネットワークと読み替
えることができる。最後に二つの取り組みを紹介し
その意義を考えてみたい。
「まちづくり協議会」 （とくに専門部会）と「総合
計画審議会作業部会」は、それぞれ、住民と行政が
協働し、政策過程に住民が参画する貴重な機会とな
っている。反而、一般的に言えば、こうした場への
参加の機会を得られる住民は、会議（とくに役員会
や専門部会、作業部会など）に伴う人数的な制約の
なかで、また一定の経験や専門性が求められたり、
あるいは住民側の関心・意欲の温度差もあり少数に
とどまることが多い。小規模といえどもそれなりの
人口を有する自論体の場合、そうした限られた参画
の場を補完する条件として重要なことが、より広範
囲の住民のまちづくりへの関わりである。具体的に
は町内外の多様な主体の取り組みや住民主簿の主体
(1)南三l罐復興ステーション
公立大学法人・宮城大学は、震災4ケ月前の
2010（平成22）年11月、南三陸町と「地域連携
に関する協定」を締結している。この協定もあり、
2011年3月の震災後、 「大学として何ができるか」
という視点から、本稿においてもすでに言及してい
る「町民会議」や「震災復興計画」の策定、またそ
の過程で実施された地域懇談会等をいわば側面から
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支えてきた。メディア等ではあまり紹介されていな
い地味な活動ではあるが、復興を下支えする重要な
役割を担ってきた。そうしたなか、 「被災地と共に
歩む伴走型支援」という観点から、 「復興まちづく
り支援員」制度をたちあげて支援員（非常勤職員）
を雇用し、 「地域と大学のつなぎ機能」の確保にも
努めている191。
「南三陸復興ステーション」は、2012（平成24）
年4月、そうした取り組みの一環として、宮城大学
が地域連携センターの一部門、その現地事務所とし
て開設したものである。
統轄リーダーの鈴木清美氏に話をうかがった。場
所は、グリーンツーリズム体験の場・「校舎の宿」
として知られる「さんさん館」（入谷エリアの旧林
際（はやしぎわ）小学校を改修した宿泊施設。ここ
は、グランドを含めて震災直後からしばらくの間、
緊急支援のセンター的役割を担った）に隣接する
旧校舎の一角にある（写真14)。ただし「復興ステ
ーション」の開設は、文科省による期間限定（5か
年：2011～2015年度）の支援プロジェクト （大学
等における地域復興のためのセンター的機能整備事
業）の補助金を前提としており、2016年3月には
閉所の予定である。
くりにあった。この4年間、関東学院大学や兵庫県
立大学などの諸大学が教育支援や森・里・海といっ
た地域資源の見直し等に関わっている。
また月刊の小冊子鋪三陸復興駅lが発行され、
町の歴史や地理・自然に関する記憶を堀I)起こし、
それらを共有しようという試みもなされた。この冊
子は残念ながら4号をもって終わっているが、住民
が自ら地域を見直そうと始めた試みの意義は大きい。
併せて、 「農村の再活性化」を重要な課題に位置付
け、林業・里山に改めて注目して薪や木材チップを
利用した代替エネルギーを模索するという取り組み
にも着手した。
2013年春には、大正大学の呼びかけに約20校が
賛同し、 「災害の現場と豊かな自然環境を通し、若
い世代がこれからの時代を生きるためのヒントを提
供する拠点」が入谷エリアに誕生している。「南三
陸まなびの里いりやど」 （一般社団法人南三陸研
修センター）と名付けられた。
こうした大学等と町とのつながりを維持し、さら
に発展させる取り組みは、今後どのような機関、組
織が担うのだろうか。町が担うのだろうか。宮城県
が担うのだろうか。大学等の自主的・自律的な取り
組みに委ねられるのだろうか。なされたことの意義
とともに継続できなかったことの要因等を、改めて
考えてみる必要があるのではないだろうか。
（2）復興推進ネットワーク(373NET)
最後に、中・長期的な復興まちづくりという視点
から、一般社団法人・復興推進ネットワーク（通称、
373NET:以下、 「みなさんネット」と略記）の取
り組みを紹介したい。「みなさんネット」は、すで
に「志津川まち協」に関連して触れたように、そ
の事務局を‘受託している。もともとIT･情報通信
関連の経験が豊富だったこともあり、 「まち協」の
HPの作成や専門部会の資料づくりを担っている。
代表理事の及川博道氏に話を伺った（写真15)c
「みなさんネット」は、震災から1年と少し経た
2012年5月に設立された組織である。この設立に
至るには、震災直後からしばらく、多数の避難所を
しかし、これまで試みられてきたことは、今後の
復興の取り組みを考える上で貿重である。そもそも
｢復興ステーション」の目的は、震災復興に参加し
一定の役割を担おうとする大学・研究機関を受け入
れ、そのネットワークを形成すること、その拠点づ
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ある大人ならば何でもないことでも、今を生きる子
供たちには、教えてもらわない限り、自分で体験し
ない限り全くの未知の世界であるc地域の仕事や歴
史・文化について、町民に先生になってもらい、時
には町外からも専門家を招いて学ぶ。ホームルーム
でちらしを配布してもらうなど学校現場の協力も得
ている。その活動は1回の募集が20名、年に30回
に及んでいる。町に約650名の児童がいるが、応募
状況から､常時lg)名近い希望者がいると推測される。
若手を意識した今ひとつの取り組みが「南三陸町
青年異業種勉強会」である。現在、約60名が参加
している。「10年後を考えるために必要な純粋な学
びの場とすること、未知の領域に触れて自身や他者
との対話のきっかけとすること、自分たちの課題を
整理して明確にし、明日からの行動のヒントを得る
こと｣。「みなさんネット」のリーフレットに掲げら
れた目的である。
こうした取り組みの背景には、南三陸町を担う
｢将来の大人や地域産業のリーダー」をどう育むか、
｢自分の問題とともに、自分たちの問題として町の
将来を考えること」という問題意識がうかがわれる。
同時に、「海・山・里と、コンパクトにすべてがそ
ろい、子供たちにとって最高の教育環境がある」と
の指摘（及川氏）にも耳を傾けるべきものがある。
こうした豊かな地域資源の再発見・再認識は、
｢地方か都市か、農村か都会か」といった二項対立
的な発想を離れ、また『被災地だから仕方ない」と
いう発想からも自由になって、南三陸町で暮らすと
いう生き方を、自分の意思をもって自覚的に選び取
るとることができるような、生活者の満足度を高め
ることができるようなまちづくりを目指そうとの問
題意識にもつながっている。
拠点に、メンバー3名でボランティア活動に従事し
たという経験がある。いわば「よろず相談係」とい
った活動だった。3名はいずれも志津川出身である。
志津川エリアだけでも約2千世帯が家を失うなか
で、 「互いにどうコミュニケーションをとるか｣、そ
のことが後の活動にもつながるベースの問題意識と
なったc現在、この3名に5名前後のスタッフを加
え、常時、約10名で活動を展開している。
「みなさんネット」の特徴は、上に言及したよう
な経験から、徹底して「現場主義」を基本としてい
ること、また支援それ自体が主目的ではなく、支援
する側も受ける側も自分たちが主役であるという姿
勢に立っていることにある。一人ひとりが「1万分
の1」だという言葉が印象に残った．次のような具
体的な活動と基本的な発想に注目したい。子供たち
や若手世代を強く意識した「つなぐ役割」である。
便利さと自分だけの世界を追求してきた反面、人々
が失ってきた、あるいは失いがちな関係を再びつな
ごうという取り組みである。
その一つが「南三陸わらすこ探検隊」という、 も
っぱら小学生を対象とする活動である。里IIIでの遊
び、鮭のさばき方など、子供時代に経験したことの
おわりに
冒頭にみたとおり、震災から九4年、南三陸町の
誕生から10年の節目を迎える。『震災復興計剛は、
平成23～25年度を「復旧期」 （まちづくりの光を
灯す)、平成24～29年度は「復興期」 （本格的な
復興まちづくり)、そして平成26～32年度を「発
展期」 （持続可能なまちづくり）とし、時間的には
一部重なる取り組みを前提に、 10年間の復興の道
筋を予定している。2014 (平成26)～2015 (平成
091j
27〉年度は、まさに本格的な復興の只中にあること
になる。そうした時期であればこそ、発展期の「持
続可能なまちづくり」を見据え、それを可能にする
土台づくりを意識した取り組みが求められているの
であろう。発展期の「持続可能なまちづくり」は、
住民、地域産業、行政、議会と、多様な主体間の協
議の場が定着し、開かれた地域があればこそ、また
そこに住まう住民の生活復興があればこそ、である。
この4年間の復旧・復興は、ハード面では事実上
ゼロからの出発、これを、奇跡的に残った地域住民
の社会的絆と、他自治体からの応援職員を含む町の
がんばりが支えた4年間だったと言えるかもしれな
い。
反面、そうした復旧・復興の進捗は、次なる課題
を生み出すものでもある。さまざまな課題がすべて
すでに顕在化しているということではない。しかし、
住民の生活復興、新たな生活の場におけるコミュニ
ティの再構築、町全体あるいは地域毎のまちづくり
に対する住民の主体的な関わり、とくに若者、女性
や子供たちの参加、そして行政や議会と住民とのい
っそうの信頼関係の強化など、復興が進みつつある
現時点であればこそ、考えておく必要のある課題も
少なからずあろう鋤'・
住民・地域の取り組みについていえば、現状では
比較的少数の住民がリーダーシップを発揮せざるを
得ない状況にあると推測される。一人で複数の役割
を担うということもある。当面はやむを得ないとし
て、多様な主体によるまちづくりの取り組みに関す
る情報が広く共有され、そのすそ野が徐々に拡大し
ていくことが期待される。行政区、 「まち協｣、 「ま
ちづくり検討会｣、NPO組織、社協、公益法人、地
域産業と、主体は多様で豊かである。やがてどのよ
うな主体がまちづくり活動のエンジンになっていく
か。現時点においてそれを予測することは不可能
であり、適切でもない。今後のまちづくりの一部を
なす観光を一例にあげるならば、 「本当の観光とは
何か。今、考え始めた。これまで気づいていなかっ
た幽」との指摘もある（鈴木清美氏、 20149.3)。
重要なことは、どのような場合であっても、多様
な主体相互の連携・協力とともに、信頼の関係を基
本とした行政・議会との協働が欠かせないというこ
とではないだろうか。本格的復興の只中にある南三
陸町の今後の取り組みを注視し続けたい。
【注記】
1)南三陸町疎日本大震災からの復興状況～南三
陸町の状況～』、平成26年7月、平成27年1
月、「はじめに」の中の言葉。
2）ウジエスーパー（登米市）が、2017年3月の
開業を目指して大型複合商業施設の出店を計
画しているとの報道がある。売り場面積は震
災前の旧志津川駅前店の約3.5倍、出店予定地
は当初、御前下地区であったが、河川堤防や国
道398号の工事等の影響で十分な土地面積を確
保できなくなったための変更と報じられている。
新たな予定地は、国道45号沿い、志津川中央
地区や東地区の防災集団移転団地に近い。河北
新報、2014年9月5日付。
また病院予定地など土地の造成で切り出さ
れた材木から作られ、町役場の玄関をはじめ、
「さんさん商店街」や民宿などに置かれている
大小さまざまなモアイ像も復興の進捗を間接的
に感じさせる（写真16)。
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写真16 さんさん商店街に並ぶモアイ像
20151.25
3） （一般財団法人）南三陸町観光協会：南三魁、
Vol､9,2014年6月。同じく「さんさん商店街」
のそばに、 「南三陸復興まちづくり情報センタ
ー」が開設され、町の将来ビジョンや計画に関
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する情報が提供されている。 （写真17） 針路を探る－地方の成長戦略を視野に一」と題
する三井住友銀行頭取と河北新報社社長との鼎
談での発言。村井知事はこの発言に続けて、宮
城県では今後25年間で1％ずつ生産年齢人口
が減少すると予想されることに触れ、付加価値
の高いものを創造して所得を上げること、減少
する消費には外国人を含む交流人口の増加でカ
バーすること、これら二つの視点が必要との見
解を披歴している。
7）南三陸町疎日本大震災からの復興状況～南三
陸町の状況～』、平成27年1月。
8）河北新報、2014年9月5日付。仮設住宅に関
連する取り組みとして、 「石巻仮設住宅自治連
合推進会」（仮設住宅での孤独死をなくすこと
を目的に、2011年11月、 5つの仮設住宅団地
によって設立された仮設住宅自治連合会が最初
の一歩だった。その後、連合会と市が連携して
2012年2月に推進会が発足し、さらに2013年
5月には推進会に一本化されている｡）の活動
が紹介されており興味深い。仮設からの移転に
備えた支援と同時に、災害公営住宅に移り住む
被災者と以前から暮らす住民との融和をどう図
るかといった課題や、 10年後の災害公営住宅
をどうつくるかといった、コミュニティづくり
に継続的に取り組んでいる。
9）一般社団法人・復興みなさん会輔三陸復興ま
ちづくり通信』、第7号(2015年1月)。
同会は、各地の仮設住宅でお茶会を開くなど、
住民の声を拾う取り組みを地道に継続している。
（写真18）
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写真17南三陸復興まちづくり情報センター
2014.9.2
震災体験とそこから得られた経験を、被災地
か否かに関わらず現在を生きる者の間で広く共
有するとともに、その記憶を後世に継承してい
くという取り組みとして特記すべきものは、気
仙沼市・本吉地域広域行政事務組合で運営す
る「リアス・アーク美術館」の常設展示「東
日本大震災の記録と津波の災害史」の企画であ
る。気仙沼市のみならず、南三陸町の被災も伝
えている。展示内容については、常設展示図録
(2014年刊行）ならびに三陸新報、2014年9月
14日付の特集記事「新たな歴史に一歩リァ
ス・アーク美術館20周年」を参照されたい。
佐藤光一館長は、常設展とした背景に「今、
自分たちにしかできないことがある」との思い
があったとしたうえで、「震災の地が当館に使
命を与・えたと感じており、教育施設でもある当
館ができることは、今、そして未来まで震災を
語り継ぎ、伝承すること」と述べている。
復興庁、記者発表資料「復興のステージの進展
に応じた復興交付金の活用促進の方針一今後の
復興の仕上げを見据えた被災地の取組への弾力
的支援｣、平成26年11月25日。
パシフイックコンサルタンツ． |農研吾建築都市
設計事務所設計共同体、 『南三陸町志津川地区
グランドデザイン中橋詳細設計｣、2015,1.20.
河北新報、2015年1月25日付。「東北復興の
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10)広報『南三陸jNoJO3、2014年9月号、p.16.
11)クレーンの設置は、暮らしに関わる様々なテー
マで勉強会を継続しているくゆの実〉会（東京
都世田谷区）が、2011年3月末に立ち上げた
「ウィズアス・プロジェクト」と名付けられた被
災地支援活動に参加する聖グレゴリオの家、東
久留米市氷川台自治会、善福寺公園テニスクラ
ブ、福幸めかぶの会、成田教会、ほか有志に加
え、恵泉女学園（東京都世田谷区)、宮城勝繁
氏（沖縄県)、寄木契約会の支援を得て実現した。
（写真19のl、写真19の2）
また2014年7月下旬、寄木漁港に面する既
存の防潮堤前の急な崖が突然崩落し、 しばらく
通行不能の状態が続いた。現在、町予算による
仮修復がなされている（写真20、写真21)。
写真20寄木漁港前の崖の崩藩
2014.9.4
一
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写真21寄木漁港前の崩落した崖の仮修復
2015．124
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12）「まちづくり検討会」については、町の資料を
参考にした。また後述の志津川地区まちづくり
協議会が、2014年10月、「行政区の見直しに
係る提言書」を町に提出している。
その中で、 「行政区の設定は、そこに住まう
住民の合意形成に基づいた範囲や規模により設
定されるもの」という前提を強調しつつ、新し
いコミュニティ形成と被災を免れた行政区の尊
重、さらに近隣行政区の組み合わせも視野に入
れて、役員の負担も考慮した適正な世帯数とい
う観点から見直す必要があると注意を喚起して
いる。
13）アンケートの調査結果の概要は、広報鋪三陸
（みなみさんりく）』、平成26年11月号、No.
105､pp､6-7に紹介されている｡
14） 「｢シャッター通り』が生まれては意味がない。
2011年以前、すでにそうした状況になっていた
のではないか」との指摘もある。畠山扶美夫氏
写真19の1整備されたものの震災以前よりも
高い岸壁（寄木漁港) 2014.9.15
写真19の2寄木漁港に設置されたクレーン懇畠山
水産（同水産の許可を得てフェイスブックから転職）
2015.3.3
聖シ
(平成の森仮設住宅自治会長）の指摘（2014.9.4)。
この指摘は、交流人口の獲得を念頭におきな
がらも、町に暮らす住民の生活に実質的にプラ
スになり「この町に暮らせることに満足してい
る、ずっと住み続けたい」という満足度を高め
るためには、商業施設の配置や商店街の形成、
その日常的営業に相当の工夫が必要であること
を示唆している。
当初、218世帯560人が暮らしていた同仮設
住宅でも、復興住宅への転居などで徐々に世帯
数が減りはじめている（2014年9月4日現在
で194戸)◎慢性的なストレスを抱えながらも、
互いに共通の目標をもって暮らしていた場を離
れていくこと去っていくことの寂しさと、互
いに干渉しなくともよい場所での新しいコミュ
ニティへの不安、そして残される者の不安が住
民の中に複雑にからまっていると、畠山会長は
指摘している。 （写真22～24）
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写典24平成の森仮設住宅をmlるスーパーの移動阪売車
20149.4
15)佐藤仁『南三陸町長の3年－あの日から立ち
止まることなく一』、p.120、河北新報出版セン
ター、2014年。また、「震災復興町民会議』の
『提言書j (2011年9月）にも、「(仮称）復興
自治協議会」の設置による町民主体のまちづく
りへの期待が述べられている。p.11.
16）広蕊の参加は、参加（狭義)、参画、協働とい
う三つの概念によって整理できる。蕊者は、こ
うした参加の多様なあり方について、とくに
「共同」と「協働」の二概念について理論的な
整理を試みたことがある。詳細は次の文献を参
照されたい。中村良夫、鳥越皓之、早稲田大学
公共政策研究所編「風景とローカル・ガバナ
ンスー春の小川はなぜ失われたのか－』第3章、
早稲田大学出版部、2014年6月。
17）志津川地区まちづくり協議会規約（平成24年
9月1日）及び志津川地区まちづくり協議会専
門部会運営規程。併せて町のHPを参考にした。
18）工藤真弓氏は、志津川の被災を免れた上山八幡
宮25代目の神主であり、さまざまな場を通し
て復興まちづくりに関わっておられる。
19）復興過程への宮城大学の関わりと「南三陸復興
ステーション』の経緯については、 『南三陸復
興恥創刊号（復刻版)、p.4,2013年4月1日
（創刊号は2012年6月1日発行)、を参考にし
た。
「南三陸復興ステーション」については、統
括リーダーの鈴木清美氏に話を伺った。同氏
写真22グラウンド・ゴルフに集まった平成
の森仮設住宅のみなさん2014.9.4
_--」
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は、震災当時、町の「シルバー人材センター」
事務局長を務めていた。震災前、同センターに
は180名の会員がおり、草刈をはじめ、植木の
剪定、毛華による代筆などさまざまな仕事に
携わっていた。現在も潜在的にはl的名近くの
希望者がいるものと推測され、センターの再建
を模索しながら、高齢者はもちろん町全体の元
気づくりに資する取り組みを進めている。具体
的には、 「びぱ1 1南三陸」という名称でNPO
をたちあげ、多様な企画を実践するとともに、
『いぶし銀倶楽部』通信というニユーズレター
を定期的に発行している。ちなみに、 「ぴぱ」
とは、①あそびぱ：みんなが楽しく遊べる、②
まなびぱ：いつまでたっても学ぶことは素晴ら
しい、③むすぴば：みんなの縁を結べるような
活動を続けていこう、の3つの目標を意味して
いる。
一例として、ボランティアを今後どのように受
け入れるかといった課題や、防災庁舎をめぐる
議論がある。前者については、 2014年10月か
ら報じられてきたことではあるが、2015年1
月5日、2015年3月末をもって災害ボランテ
ィアセンター閉所との発表もある。但し、同セ
ンターのHPによれば、 「区画整理のため、現
在使用している大テントを撤去」ということで
あり、 「センターの活動は今後も継続する」と
されている。2011年3月26日に開設され、 こ
れまで（2014年9末現在）延べ14万5千人が
がれき撤去や漁業復旧をサポートしてきた。
また防災庁舎を震災遺構として残すかどうか
という問題については、宮城県の有識者会議の
結論を受けて、 2015年1月、宮城県が一定期
間保存の責任を負うとの姿勢を表明している。
20）
Q沙
